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東京 23区内の大学定員規制の継続と地方大学の振興 

 

【背景・理由】 

九州地域においては、アジアに開かれた地理的特性を生かした半導

体関連産業をはじめとする次世代産業の集積や、農林水産業の高付加

価値化など、地方創生・地域未来戦略の実現に向けて力強く取り組ん

でいる。今後、こうした産業を担う人材の需要が一層増加していくこ

とが見込まれるところであるが、我が国が本格的な人口減少社会に突

入する中、大学進学や就職を契機とした若者の東京への流出が課題と

なっている。 

「地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者

の修学及び就業の促進に関する法律」（平成 30 年法律第 37 号）に基

づく東京 23区内の大学の収容定員増の抑制については、令和 10年３

月 31 日をもって期限切れを迎えるが、このまま期限が切れると、東

京への大学進学者が増加し、地方大学への進学者の減少が懸念され、

地方にとって必要不可欠な大学も撤退を余儀なくされるおそれがあ

る。また、その結果、我が国全体の産業基盤の弱体化を招き、国際競

争力が損なわれることが懸念される。 

ついては、国において、以下の項目について適切に対応するよう求

める。 

 

【提言内容】 

令和 10年３月 31日までの時限措置とされている「地域における大

学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促

進に関する法律」に基づく東京 23 区の収容定員増の抑制について、

この制度を継続すること。 

また、デジタル人材育成に係る東京 23 区定員増の抑制の例外措置

についても、その効果を十分に検証し、必要性について慎重に検討す

ること。 

あわせて、若者の自己実現の機会を確保しつつ、多極分散型経済圏

の構築により強い地方経済を実現し、今後の日本の成長につなげるた



 

 

 

 

め、東京への大学進学者の地方への還流を促す施策や、教育、産学連

携、エッセンシャルワーカーの育成など、地方にこそ、大学の果たす

べき役割が大きいことも踏まえ、地方大学の地域に根差した特色ある

取組を支援するための施策を、より一層充実させること。 
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